
⚫平均寿命は年々延伸しているものの、男女ともに全国最下位。

⚫総人口について、急激に減少する一方、７５歳以上人口は２０３５年まで増加し、高齢化が進行。

⚫入院患者数は２０３５年をピークに減少、外来患者数は既に減少傾向。

⚫医療従事者数について、薬剤師、歯科衛生士、歯科医師、臨床工学技士、視能訓練士など、多くの職種で全
国平均を下回っている。

⚫県立中央病院と青森市民病院の２病院で地域全体の約半数を占めている高度急性期、急性期の病床数は
2025年度の必要病床数を上回っており、その適正化が求められている。

⚫救急搬送人員数は年間１万件前後で推移しており、救急搬送は圏域内でほぼ完結している。県立中央病院
と青森市民病院の２病院で地域内の半数以上の救急搬送の受入れを行っている。

⚫両病院は急性期病院としての機能を担っている一方、医師をはじめとした医療従事者不足等により十分な
診療体制が確保できていないことや、施設の老朽化等により制度変更や医療機能の進展への対応が難しい
ことなど多くの課題を抱えている。

⚫人口減少、高齢化の進行など地域医療を取り巻く課題を見据え、将来的に持続可能な医療提供体制を構築
していくためには、両病院の共同・連携が必要。
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① 青森県の医療の課題等

② 青森地域保健医療圏の医療の課題等

③ 県立中央病院及び青森市民病院の課題及び連携形態のあり方

（１） 協議会の検討経過
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⚫医師等の医療従事者不足・人材確保、急性期機能の集約・充実、施設の老朽化等、病院経営、地域医療支援、
新興感染症対策の６つの観点から、以下の４つの共同・連携形態について検討。
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④ 両病院の共同・連携形態について

４つの共同・連携形態に関する協議会からの意見等

◆案１は、機能分担の実現が容易でないこと、医療従事者の適正配置や人事異動、処遇の面でハードルが
高いこと、経営面での連携も限界があることから、本案を選択することは非常に難しいと思われる。

◆案２は、共同経営によって医療従事者や医療機器に関して、案１よりも機能分担できると思われるが、
重複投資の解消や医療資源の分散については、案３、案４と比べてメリットが小さいと考えられる。

◆案３は、施設面の課題が即時に解消されるほか、ハイボリュームセンター（※２）やマグネットホスピタル
（※３）として、高度、専門、政策医療などの診療機能の向上も期待でき、４つの中で一番有力と考えら
れる。

◆案４は、医療従事者の集積などの効果が案１、案２よりは期待できるが、案３と比べて、老朽化や修繕費
用などの施設面の課題が当面残るほか、病院事業債での国からの財政措置も少ない。

※２ ハイボリュームセンター
専門医がいて、手術症例が多い施設

※３ マグネットホスピタル
医療従事者にとって魅力のある病院。医療従事者が集まり、定着率が高い病院
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⚫提言では、共同経営、統合病院を新築整備するに当たり留意すべき事項として、以下の事項を提示。

✓ 経営形態

✓ 病床規模

✓ 整備場所の考え方

✓ 救急医療体制

✓ 新興感染症対策

✓ 転院患者の受入先確保

✓ 地域医療支援

⚫新病院開院までの準備期間も含め、県立中央病院、青森市民病院及び大学等が地域医療をしっかりと支え
ながら、早期に効果が発現できるよう取組を進めることを期待するとの意見をいただいた。
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② 共同経営・統合新病院整備に当たっての留意事項等

持続可能な医療提供体制を構築していくためには、医療資源の重複投資や施設の課題が解消される
とともに、医療従事者の集積、集約化などにより診療機能の向上も期待される「共同経営の上、統合
病院を新築整備する」ことが最も望ましいと考える。

（２） 県立中央病院と青森市民病院のあり方について（提言）

① 両病院のあり方について
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